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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

                                       

    

名古屋市長  河  村  た か し  

 

1 入札に付する事項 

(1) 調達産品の種類及び予定使用電力量 

名古屋市役所西庁舎で使用する電気 

10,902,000kWh 

(2) 調達産品の特質等 

      仕様書による。 

(3) 供給期間 

      令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

 (4) 需要場所 

名古屋市中区三の丸二丁目 3番 1号 

名古屋市役所西庁舎 

(5) 入札方法 

入札は、本市で示す予定使用電力量と入札者が見積もった単価に従って

計算した総額で行うものとし、落札の決定に当たっては、入札書に記載さ

れた金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額

に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110

分の 100に相当する金額を記載した入札書を提出すること。 

(6) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」
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という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、それぞれ紙により行うこと

ができる。 

 

2 競争入札参加資格 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「自治令」という。）第 

 167条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

 (2) 自治令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

 (3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに、申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「特殊物品」の競争入札参加資格を有すると認定された者

であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、 (3)に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 (3)に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6)   中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者であるこ

と。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に、名古屋市が行う契約等からの暴力 
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団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等 

・愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関

係事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の

期間がない者であること。 

(9) 電気事業法（昭和39年法律第 170号）第 3条第 1項の規定に基づき一般

電気事業者としての許可を得ている者又は同法第16条の 2第 1項の規定に

基づき特定規模電気事業者としての届出を行っている者であること。 

(10)  本公告に示した調達産品の規格に合致したものを確実に安定して供給

し得ることを証明した者であること。 

(11)  事故発生時等緊急対応が必要な場合に対応可能な体制が整備されてい

ること。 

(12)  本市が指定した検査員（以下「検査員」という。）の指示に従い、検

査員の指定する場所での検査の立会い、必要な資料の提出及び説明、その

他本市が必要とする検査に応じられることを証明した者であること。 

(13)  請負者の発電設備、送電設備等が供給不能になった場合にも、瞬時停

電、使用電力の抑制等の支障を来たさないように予備供給電源を確保して

あること。 

(14)  本公告の日において有効である名古屋市電力の調達に係る環境配慮実

施要綱（令和 3年 4月 1日施行）第 5条第 2項の規定に基づく競争入札適

合者であること。 

 

3 入札参加手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

      〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

                  名古屋市総務局総務課管理係 

         （名古屋市役所本庁舎 3階） 

                  電話 052-972-2106 

 (2) 入札説明書の入手方法 

      本市ウェブサイトの調達情報サービスからダウンロードすること。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 
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 (3) 確認申請書等の提出期間及び方法 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

示した調達産品を供給できることを確認するための書類（以下「確認申

請書等」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、

電子入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書等を持参又は

郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

なお、確認申請書等に関し、説明等を求められた場合は、その求めに

応じなければならない。 

また、下記期間に確認申請書等を提出しない者及び提出者であって競

争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加できない。 

イ 確認申請書等の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日 

     を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定 

     する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

       ａ 提出期間  (ｱ)に同じ 

       ｂ 提出場所  (1)に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

 ａ 到達期限 令和 4年 2月 8日午後 5時00分 

 ｂ 提出先   (1)に同じ 

 (4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領の日から令和 4年 3月11日午前 9

時30分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 
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       ａ 提出期間  (ｱ)に同じ 

       ｂ 提出場所  (1)に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

       ａ 到達期限 令和 4年 3月10日午後 5時00分 

 ｂ 提出先   (1)に同じ 

 (5) 開札の日時及び場所 

ア  日時 令和 4年 3月11日午前10時00分 

イ 場所  (1)に同じ 

 

4 その他 

 (1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務            

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

等に虚偽の記載をした者の入札及び入札の条件に違反した入札は、無効と

する。 

(4) 契約書作成の要否 

      要 

 (5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

総額で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 契約の締結 

     この調達に係る契約は、単価契約とする。 

 (8) 競争入札参加資格審査の申請 
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本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書等の提出時におい

て本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホームページの

入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要

事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その他所定の必

要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格の認定を受

けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

      〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(9) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 

(10)  その他 

     詳細は、入札説明書による。 

 

5 Summary 

 (1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Electricity to use in Nagoya City Hall West Annex 

10,902,000kWh 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for the qualification: 

 5:00 p.m., 9 February 2022 

 (3) Deadline for the submission of tenders via the electronic bidding 

system and submission of tenders in person: 
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9:30 a.m., 11 March 2022(Bids through the mail should arrive  

by 5:00 p.m., 10 March 2022) 

 (4) Contact point for the notice: 

   Administration Section, General Affairs Division, 

 General Affairs Bureau, City of Nagoya 

      1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

      Tel: 052-972-2106 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

                                       

    

名古屋市長  河  村  た か し  

 

1 入札に付する事項 

(1) 調達産品の種類及び予定使用電力量 

名古屋市役所本庁舎、東庁舎及び健康管理センターで使用する電気 

13,326,000kWh 

(2) 調達産品の特質等 

      仕様書による。 

(3) 供給期間 

      令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

 (4) 需要場所 

名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市役所本庁舎、東庁舎及び健康管理センター 

(5) 入札方法 

入札は、本市で示す予定使用電力量と入札者が見積もった単価に従って

計算した総額で行うものとし、落札の決定に当たっては、入札書に記載さ

れた金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額

に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110

分の 100に相当する金額を記載した入札書を提出すること。 

 (6) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」
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という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、それぞれ紙により行うこと

ができる。 

 

2 競争入札参加資格 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「自治令」という。）第 

 167条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

 (2) 自治令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

 (3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに、申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「特殊物品」の競争入札参加資格を有すると認定された者

であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、 (3)に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、 (3)に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6)   中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者であるこ

と。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に、名古屋市が行う契約等からの暴力 
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団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等 

・愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関

係事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の

期間がない者であること。 

(9) 電気事業法（昭和39年法律第 170号）第 3条第 1項の規定に基づき一般

電気事業者としての許可を得ている者又は同法第16条の 2第 1項の規定に

基づき特定規模電気事業者としての届出を行っている者であること。 

(10)  本公告に示した調達産品の規格に合致したものを確実に安定して供給

し得ることを証明した者であること。 

(11)  事故発生時等緊急対応が必要な場合に対応可能な体制が整備されてい

ること。 

(12)  本市が指定した検査員（以下「検査員」という。）の指示に従い、検

査員の指定する場所での検査の立会い、必要な資料の提出及び説明、その

他本市が必要とする検査に応じられることを証明した者であること。 

(13)  請負者の発電設備、送電設備等が供給不能になった場合にも、瞬時停

電、使用電力の抑制等の支障を来たさないように予備供給電源を確保して

あること。 

(14)  本公告の日において有効である名古屋市電力の調達に係る環境配慮実

施要綱（令和 3年 4月 1日施行）第 5条第 2項の規定に基づく競争入札適

合者であること。 

 

3 入札参加手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

      〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

                  名古屋市総務局総務課管理係 

         （名古屋市役所本庁舎 3階） 

                  電話 052-972-2106 

 (2) 入札説明書の入手方法 

      本市ウェブサイトの調達情報サービスからダウンロードすること。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 
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 (3) 確認申請書等の提出期間及び方法 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

示した調達産品を供給できることを確認するための書類（以下「確認申

請書等」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、

電子入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書等を持参又は

郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

なお、確認申請書等に関し、説明等を求められた場合は、その求めに

応じなければならない。 

また、下記期間に確認申請書等を提出しない者及び提出者であって競

争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加できない。 

イ 確認申請書等の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日 

     を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定 

     する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

       ａ 提出期間  (ｱ)に同じ 

       ｂ 提出場所  (1)に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

 ａ 到達期限 令和 4年 2月 8日午後 5時00分 

 ｂ 提出先   (1)に同じ 

 (4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領の日から令和 4年 3月11日午前 9

時30分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 
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       ａ 提出期間  (ｱ)に同じ 

       ｂ 提出場所  (1)に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

       ａ 到達期限 令和 4年 3月10日午後 5時00分 

 ｂ 提出先   (1)に同じ 

 (5) 開札の日時及び場所 

ア  日時 令和 4年 3月11日午前10時00分 

イ 場所  (1)に同じ 

 

4 その他 

 (1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務            

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

 (3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

等に虚偽の記載をした者の入札及び入札の条件に違反した入札は、無効と

する。 

(4) 契約書作成の要否 

      要 

 (5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

総額で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 契約の締結 

     この調達に係る契約は、単価契約とする。 

 (8) 競争入札参加資格審査の申請 
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本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書等の提出時におい

て本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホームページの

入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要

事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その他所定の必

要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格の認定を受

けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

      〒460-8508  名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(9) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 

(10)  その他 

     詳細は、入札説明書による。 

 

5 Summary 

 (1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Electricity to use in Nagoya City Hall Main Building and East 

Annex, Nagoya City Employees’Health Care Center 

13,326,000kWh 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for the qualification: 

 5:00 p.m., 9 February 2022 

 (3) Deadline for the submission of tenders via the electronic bidding 
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system and submission of tenders in person: 

9:30 a.m., 11 March 2022(Bids through the mail should arrive  

by 5:00 p.m., 10 March 2022) 

 (4) Contact point for the notice: 

   Administration Section, General Affairs Division, 

 General Affairs Bureau, City of Nagoya 

      1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

      Tel: 052-972-2106 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 1 入札に付する事項 

(1) 購入物品及び数量 

苛性ソーダ（猪子石工場始め 2工場）  395,900kg 

(2) 購入物品の特質等 

仕様書による。 

(3) 納入期限 

令和 4年 4月 1日から同年 9月30日まで 

(4) 納入場所 

仕様書による。 

  (5) 今後の入札公告予定時期 

   令和 4年 7月頃 

(6) 入札方法 

入札は 1キログラム当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算

した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数がある場合は、

小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(7) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札
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を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「工業薬品」の競争入札参加資格を有すると認定された者

であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上

記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・
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愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

(9) 毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第 303号）第 4条の規定により登録

を受けた毒物劇物の一般販売業者であることを証明した者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

係る調達に関し履行しようとする内容等を確認するための書類（以下「 

確認書類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、

電子入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類

を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、毒物劇物一般販売業登録票とする。 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日
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を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果の通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月23日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月18日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月23日午前10時40分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 
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(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 
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(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 

 (9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

Caustic soda 395,900kg 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 

5:00 p.m., 9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 23 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system , but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 18 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 

 1 入札に付する事項 

(1) 購入物品及び予定数量 

軽油（環境局作業課） 72,000Ｌ 

(2) 購入物品の特質等 

仕様書による。 

(3) 納入期間 

令和 4年 4月 1日から同年 6月30日まで 

(4) 納入場所 

仕様書による。 

(5) 納入方法 

本市が指定する日時に指定した数量をローリー車で納入すること。 

(6) 今後の入札公告予定時期 

   令和 4年 4月、同年 7月、同年10月頃 

(7) 入札方法 

入札は 1リットル当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たっては、

入札書に記載された金額に当該金額から軽油引取税額を控除した金額の 

100分の10に相当する額を加算した金額をもって落札金額とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった金額から軽油引取税額を控除した額の 110分の

 100に相当する金額に軽油引取税額を加算した金額（当該金額に 1円未満

の端数がある場合は、小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出す

ること。 
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(8) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札

を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「燃料油・潤滑油」の競争入札参加資格を有すると認定さ

れた者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受
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けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上

記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

(9) 本公告に示した購入物品と同種の物品に係る納入実績がある者であるこ

と。 

(10)  災害発生時等においても安定供給が可能な体制を整備していると本市

から承認された者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

示した購入物品を納入できることを確認するための書類（以下「確認書

類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、電子

入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類を持

参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、次に掲げる書類であって入札説明書に示す様式によるも

のとする。 
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(ｱ) 納入実績調書（様式 1-2） 

平成28年 4月 1日以降に、軽油の納入実績（ 1回当たり 2,000リッ

トル以上）があること。（納入実績を証明する契約書や仕様書等の写

しを添付すること。） 

(ｲ) 誓約書（災害発生時等における供給体制承認願）（様式 1-3） 

災害発生時等においても安定供給に最大限努め、迅速かつ確実に供

給することを誓約すること。 

また、同一市町村に存しない複数の油槽所（製油所）を確保してい

ることにより、災害発生時等においても安定供給が可能な体制を整備

していることを証明し、審査を受けること。 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果の通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに
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より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月23日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月18日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月23日午前10時10分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 契約書作成の要否 

要 
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(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立 

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得 

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と 

する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Diesel fuel 72,000Ｌ 
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(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system:  

5:00 p.m., 9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic  

bidding system:  

10:00 a.m., 23 March 2022 

    (tenders submitted in person are due the same time as those 

 submitted via the electronic bidding system , but tenders 

 submitted by mail are due by 5:00 p.m., 18 March 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 

 1 入札に付する事項 

(1) 調達役務及び予定数量 

広報なごや「市会だより」の印刷、配送等  8,246,000部 

(2) 調達役務の特質等 

仕様書による。 

(3) 履行期限 

令和 5年 3月30日 

(4) 履行場所 

仕様書による。 

 (5) 今後の入札公告予定時期 

 広報なごや「令和 4年 8・ 9・10月号」については令和 4年 4月頃、広

報なごや「令和 4年11・12月号」及び「令和 5年 1月号」については令和 

 4年 7月頃、広報なごや「令和 5年 2・ 3・ 4月号」については令和 4年

10月頃。 

(6) 入札方法 

入札は 1部（ 4ページ建て）当たりの単価で行うものとし、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地 

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積 

もった金額の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数が

ある場合は、小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(7) 電子入札システムの利用 
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本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札

を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「活版・平版印刷」の競争入札参加資格を有すると認定さ

れた者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上
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記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

(9) 本公告に示した調達役務の内容に合致した役務を確実に履行し得ると本

市から承認された者であること。 

(10) 本公告に示した調達役務と同種又は類似の役務に係る履行実績がある

者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

係る調達に関し履行しようとする内容等を確認するための書類（以下「 

確認書類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、

電子入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類

を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、次に掲げる書類であって入札説明書に示す様式によるも

のとする。 

(ｱ) 平成28年 4月 1日以降に、タブロイド判以上の大きさの印刷物で、
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一契約 100,000部以上のものを、納入した実績があることを証明す

る納入（履行）実績調書（様式 1-2）（履行実績を証明できる契約

書や仕様書等の写しを添付すること。） 

(ｲ) 広報なごや「市会だより」仕様書に基づく印刷を履行できるオフ

セット輪転機を自社又は議決権の過半数を有する子会社が、所有又

は賃貸借契約を締結していることを証明する生産設備表（様式 1-3） 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 
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競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月25日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月23日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月25日午前10時30分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を
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落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本広告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the service to be required: 

Print and delivery of "Nagoya News (Koho Nagoya)" 8,246,000 

copies 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 

5:00 p.m., 9 February 2022 
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(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 25 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system, but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 23 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 

 1 入札に付する事項 

(1) 調達役務及び予定数量 

広報なごや「令和 4年 5・ 6月号」の印刷、配送等  2,430,476部 

(2) 調達役務の特質等 

仕様書による。 

(3) 履行期限 

令和 4年 4月27日、同年 5月31日 

(4) 履行場所 

仕様書による。 

 (5) 今後の入札公告予定時期 

 広報なごや「令和 4年 8・ 9・10月号」については令和 4年 4月頃、広

報なごや「令和 4年11・12月号」及び「令和 5年 1月号」については令和 

4年 7月頃、広報なごや「令和 5年 2・ 3・ 4月号」については令和 4年

10月頃。 

(6) 入札方法 

入札は 1部（16ページ建て）当たりの単価で行うものとし、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地 

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積 

もった金額の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数が

ある場合は、小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(7) 電子入札システムの利用 
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本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札

を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「活版・平版印刷」の競争入札参加資格を有すると認定さ

れた者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上
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記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

(9) 本公告に示した調達役務の内容に合致した役務を確実に履行し得ると本

市から承認された者であること。 

(10) 本公告に示した調達役務と同種又は類似の役務に係る履行実績がある

者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

係る調達に関し履行しようとする内容等を確認するための書類（以下「 

確認書類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、

電子入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類

を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、次に掲げる書類であって入札説明書に示す様式によるも

のとする。 

(ｱ) 平成28年 4月 1日以降に、タブロイド判以上の大きさの印刷物で、
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一契約 100,000部以上のものを、納入した実績があることを証明す

る納入（履行）実績調書（様式 1-2）（履行実績を証明できる契約

書や仕様書等の写しを添付すること。） 

(ｲ) 広報なごや「令和 4年 5・ 6月号」仕様書に基づく印刷を履行で

きるオフセット輪転機を自社又は議決権の過半数を有する子会社が、

所有又は賃貸借契約を締結していることを証明する生産設備表（様

式 1-3） 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 
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(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月25日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月23日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月25日午前10時10分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 
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予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本広告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the service to be required: 

Print and delivery of "Nagoya News (Koho Nagoya)" 2,430,476 

copies 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 
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5:00 p.m., 9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 25 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system, but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 23 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 

 1 入札に付する事項 

(1) 調達役務及び予定数量 

広報なごや「令和 4年 7月号」の印刷、配送等  1,215,238部 

(2) 調達役務の特質等 

仕様書による。 

(3) 履行期限 

令和 4年 6月30日 

(4) 履行場所 

仕様書による。 

 (5) 今後の入札公告予定時期 

 広報なごや「令和 4年 8・ 9・10月号」については令和 4年 4月頃、広

報なごや「令和 4年11・12月号」及び「令和 5年 1月号」については令和 

 4年 7月頃、広報なごや「令和 5年 2・ 3・ 4月号」については令和 4年

10月頃。 

(6) 入札方法 

入札は 1部（20ページ建て）当たりの単価で行うものとし、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地 

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積 

もった金額の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数が

ある場合は、小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(7) 電子入札システムの利用 
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本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札

を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「活版・平版印刷」の競争入札参加資格を有すると認定さ

れた者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上
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記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

(9) 本公告に示した調達役務の内容に合致した役務を確実に履行し得ると本

市から承認された者であること。 

(10) 本公告に示した調達役務と同種又は類似の役務に係る履行実績がある

者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

係る調達に関し履行しようとする内容等を確認するための書類（以下「 

確認書類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、

電子入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類

を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、次に掲げる書類であって入札説明書に示す様式によるも

のとする。 

(ｱ) 平成28年 4月 1日以降に、タブロイド判以上の大きさの印刷物で、
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一契約 100,000部以上のものを、納入した実績があることを証明す

る納入（履行）実績調書（様式 1-2）（履行実績を証明できる契約

書や仕様書等の写しを添付すること。） 

(ｲ) 広報なごや「令和 4年 7月号」仕様書に基づく印刷を履行できる

オフセット輪転機を自社又は議決権の過半数を有する子会社が、所

有又は賃貸借契約を締結していることを証明する生産設備表（様式 

1-3） 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 
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(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月25日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月23日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月25日午前10時20分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 
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予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本広告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the service to be required: 

Print and delivery of "Nagoya News (Koho Nagoya)" 1,215,238 

copies 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 
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5:00 p.m., 9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 25 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system, but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 23 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 

 1 入札に付する事項 

(1) 購入物品 

再生紙（Ａ 4） 

(2) 購入物品の特質等 

仕様書による。 

(3) 納入期間 

協定締結日から令和 5年 3月31日まで 

(4) 納入場所 

仕様書による。 

(5) 入札方法 

入札は 1包（ 500枚入）当たりの単価で行うものとし、落札決定に当 

たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する額

を加算した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た金額の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数がある

場合は、小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(6) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札

を紙により行うことができる。 
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 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「和・洋紙」の競争入札参加資格を有すると認定された者

であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上

記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期
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間がない者であること。 

(9) 本公告に示した購入物品の規格に合致した物品を納入できると本市から

承認された者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

示した購入物品を納入できることを確認するための書類（以下「確認書

類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、電子

入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類を持

参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、次に掲げる書類とする。 

(ｱ) 納入予定物品等承認願（入札説明書に示す様式 1-2） 

    (ｲ) 納入予定物品が仕様書の「 2規格品質等(2) 紙質及び(3) 坪量」

の基準を満たしていることを示す、製造業者が発行した証明書 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 
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公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月25日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月23日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月25日午前10時40分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 
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 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 協定書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 
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電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

  本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立て

があった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得る。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature of the products to be purchased: 

Recycled paper(A4) 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 

5:00 p.m., 9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 25 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system, but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 23 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 1 入札に付する事項 

(1) 購入物品及び数量 

消石灰（五条川工場）    558,000kg 

(2) 購入物品の特質等 

仕様書による。 

(3) 納入期間 

令和 4年 4月 1日から同年 9月30日まで 

(4) 納入場所 

仕様書による。 

(5) 今後の入札公告予定時期 

令和 4年 7月頃 

(6) 入札方法 

入札は 1キログラム当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算

した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数がある場合は、

小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(7) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札
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を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「工業薬品」の競争入札参加資格を有すると認定された者

であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上

記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・
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愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書を電子入札シ

ステムにより提出すること。ただし、電子入札システムにより難い場合

は、紙による確認申請書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）

することができる。 

なお、確認申請書に関し、説明等を求められた場合は、その求めに応

じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書を提出しない者及び提出者であって競争

入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加できない。 

イ 確認申請書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 
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(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果の通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月23日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月18日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月23日午前11時00分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ
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ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入札は、無効と

する。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と
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する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Slaked lime  558,000kg 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 

5:00 p.m.,9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 23 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system , but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 18 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 

 1 入札に付する事項 

(1) 購入物品及び予定数量 

白灯油（東山総合公園） 60,000Ｌ 

(2) 購入物品の特質等 

仕様書による。 

(3) 納入期間 

令和 4年 4月 1日から同年 5月31日まで 

(4) 納入場所 

仕様書による。 

(5) 納入方法 

本市が指定する日時に指定した数量をローリー車で納入すること。 

(6) 今後の入札公告予定時期 

   令和 4年 8月、同年10月頃 

(7) 入札方法 

入札は 1リットル当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たっては、

入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算した

金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の 

110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数がある場合は、

小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(8) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」
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という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札

を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「燃料油・潤滑油」の競争入札参加資格を有すると認定さ

れた者であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上

記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 
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(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

(9) 本公告に示した購入物品と同種の物品に係る納入実績がある者であるこ

と。 

(10)  災害発生時等においても安定供給が可能な体制を整備していると本市

から承認された者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書等の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書及び本公告に

示した購入物品を納入できることを確認するための書類（以下「確認書

類」という。）を電子入札システムにより提出すること。ただし、電子

入札システムにより難い場合は、紙による確認申請書及び確認書類を持

参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）することができる。 

確認書類は、次に掲げる書類であって入札説明書に示す様式によるも

のとする。 

(ｱ) 納入実績調書（様式 1-2） 

平成28年 4月 1日以降に、白灯油の納入実績（ 1回当たり 2,000 
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リットル以上）があること。（納入実績を証明する契約書や仕様書等

の写しを添付すること。） 

(ｲ) 誓約書（災害発生時等における供給体制承認願）（様式 1-3） 

災害発生時等においても安定供給に最大限努め、迅速かつ確実に供

給することを誓約すること。 

また、同一市町村に存しない複数の油槽所（製油所）を確保してい

ることにより、災害発生時等においても安定供給が可能な体制を整備

していることを証明し、審査を受けること。 

なお、確認申請書及び確認書類に関し、説明又は追加資料の提出を求

められた場合は、その求めに応じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書及び確認書類を提出しない者並びに提出

者であって競争入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加でき

ない。 

イ 確認申請書及び確認書類の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果の通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 
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イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月23日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月18日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月23日午前10時20分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ

ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

及び確認書類に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入

札は、無効とする。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 
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(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立 

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得 

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と 

する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased:  

Kerosene  60,000Ｌ 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system:  
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5:00 p.m., 9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic  

bidding system:  

10:00 a.m., 23 March 2022 

    (tenders submitted in person are due the same time as those 

 submitted via the electronic bidding system , but tenders 

 submitted by mail are due by 5:00 p.m., 18 March 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監 山口 啓一 

 1 入札に付する事項 

(1) 購入物品及び数量 

粉末活性炭（富田工場始め 3工場）    129,500kg 

(2) 購入物品の特質等 

仕様書による。 

(3) 納入期間 

令和 4年 4月 1日から同年 9月30日まで 

(4) 納入場所 

仕様書による。 

(5) 今後の入札公告予定時期 

令和 4年 7月頃 

(6) 入札方法 

入札は 1キログラム当たりの単価で行うものとし、落札決定に当たって

は、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する額を加算

した金額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の 110分の 100に相当する金額（当該金額に 1円未満の端数がある場合は、

小数点第 2位までの額）を記載した入札書を提出すること。 

(7) 電子入札システムの利用 

本公告に係る入札は、競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」

という。）の提出及び入札を名古屋市電子入札システム（以下「電子入札

システム」という。）で行う。 

なお、電子入札システムにより難い場合は、確認申請書の提出及び入札
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を紙により行うことができる。 

 

 2 競争入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 1項の規定に

該当しない者であること。 

(2) 地方自治法施行令第 167条の 4第 2項各号に該当する事実があった後 3 

年を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（ 

15財用第 5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けて

いる者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、本

公告に係る入札の開札日までに申請区分「物件の買入れ又は物件の借入

れ」、申請品目「工業薬品」の競争入札参加資格を有すると認定された者

であること。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(3) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(6) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者であること。ただし、

物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明を受

けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、上

記にかかわらず本公告に係る入札に参加することができる。 

(7) 本公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間がない者であること。 

(8) 本公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力団

関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付け名古屋市長等・
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愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（19財契第 103号）に基づく排除措置の期

間がない者であること。 

 

 3 入札手続等 

(1) 契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約課物品契約係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 052-972-2323 

(2) 入札説明書の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダウンロードする。 

アドレス https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/ 

(3) 確認申請書の提出 

ア 本公告に係る入札に参加しようとする者は、確認申請書を電子入札シ

ステムにより提出すること。ただし、電子入札システムにより難い場合

は、紙による確認申請書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。）

することができる。 

なお、確認申請書に関し、説明等を求められた場合は、その求めに応

じなければならない。 

また、イの期間に確認申請書を提出しない者及び提出者であって競争

入札参加資格がないと認められた者は、入札に参加できない。 

イ 確認申請書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

公告の日から令和 4年 2月 9日午後 5時00分まで（名古屋市の休日

を定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定

する本市の休日（以下「名古屋市の休日」という。）を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 
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(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 2月 9日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

  ウ 競争入札参加資格確認結果の通知 

令和 4年 2月18日までに通知する。 

(4) 入札書の提出 

ア 電子入札システムにより提出すること。ただし、電子入札システムに

より難い場合は、紙による入札書を持参又は郵送（書留又は簡易書留に

限る。）することができる。 

イ 入札書の提出期間及び提出場所等 

(ｱ) 電子入札システムによる場合の提出期間 

競争入札参加資格確認通知書受領日から令和 4年 3月23日午前10時

00分まで（名古屋市の休日を除く。） 

(ｲ) 持参による場合の提出期間及び提出場所 

ａ 提出期間 (ｱ) に同じ 

ｂ 提出場所 (1) に同じ 

(ｳ) 郵送による場合の到達期限及び提出先 

ａ 到達期限 令和 4年 3月18日午後 5時00分 

ｂ 提出先  (1) に同じ 

(5) 開札日時及び開札場所 

ア 開札日時 令和 4年 3月23日午前10時50分 

イ 開札場所 名古屋市財政局契約部入札室 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

 

 4 その他 

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金の納付義務 

有。ただし、入札保証金にあっては名古屋市契約規則（昭和39年名古屋

市規則第17号）第 5条の規定に該当する場合に、また、契約保証金にあっ
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ては同規則第31条の規定に該当する場合に、それぞれを免除する。 

(3) 入札の無効 

本公告に示した競争入札参加資格を有しない者のした入札、確認申請書

に虚偽の記載をした者の入札並びに入札の条件に違反した入札は、無効と

する。 

(4) 契約書作成の要否 

要 

(5) 予定価格を総額で定めるか又は単価で定めるかの区分 

単価で定める。 

(6) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を

落札者とする。 

(7) 競争入札参加資格審査の申請 

本公告に係る入札に参加を希望する者で、確認申請書及び確認書類の提

出時において本市の競争入札参加資格を有していない者は、名古屋市ホー

ムページの入札参加者登録（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）に

おいて必要事項を入力した後、印刷した競争入札参加資格審査申請書その

他所定の必要書類を令和 4年 2月15日までに次の場所に提出し、当該資格

の認定を受けなければならない。 

この場合には、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に係る入

札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係 

（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話 0570-001-279 

(8) 調達手続の停止等 

ア 本公告に示した調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立

てがあった場合に、苦情処理手続において、調達手続の停止等があり得

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と
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する。 

(9) その他 

詳細は、入札説明書による。 

 

 5 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Activated carbon 129,500kg 

(2) Deadline for the submission of application forms and relevant 

documents for qualification by electronic bidding system: 

5:00 p.m.,9 February 2022 

(3) Deadline for the submission of tenders via the electronic 

bidding system: 

10:00 a.m., 23 March 2022 

(tenders submitted in person are due the same time as those 

submitted via the electronic bidding system , but tenders 

submitted by mail are due by 5:00 p.m., 18 March 2022) 

(4) Contact point: 

Procurement Section, Contracts Division, Contracts Department, 

Finance Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-2323 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 いすゞ製バス車両用整備部品の購入 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

当局いすゞ自動車製バス車両の整備に使用する部品を購入

するもの。 

（予定数量）10項目  52,570個 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 
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質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 13時30分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 
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(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」又は「自動車

用品」の競争入札参加資格を有すると認定された者であること、又は当該

競争入札参加資格を有していない者で令和 4年 2月15日までに資格審査の

申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると認定された者であるこ

と。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 
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名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 
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(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

 Isuzu car brand-name parts 

10 Item 52,570 Piece  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 軌陸バックホウの購入 

履行場所 軌道事務所（日進） 

履行期限 令和 5年 3月24日 

概  要 軌道事務所で使用する軌陸バックホウを購入するもの。 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 
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入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時45分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である
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こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申請区

分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」の入札参加資格を

有すると認定された者であること。又は、当該入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 平成18年 4月 1日以降、鉄道事業者へ軌陸バックホウを納入した実績の

ある者又は軌陸バックホウを製造した実績のある者から出荷保証を受けた

者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

84



名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが
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あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Road-rail hydraulic excavator – 1   Gauge=1,067–1,435㎜ 

 (2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:30 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 軽油（第 1四半期） 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 4年 6月30日まで 

概  要 

指定する日時に指定した数量をローリー車で納入するもの 

（予定数量） 

（ア）軽油  1,235キロリットル 

（イ）軽油  1,366キロリットル 

（ウ）軽油  1,261キロリットル 

今後の入札

公告予定時期 
令和 4年 4月、 7月、10月頃 

入札方法 

入札は 1キロリットルあたりの単価で行うものとし、落

札決定に当たっては、入札書に記載された金額に、当該金

額から軽油引取税額を控除した金額の 100分の10に相当す

る額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた金額とする。）をもって落札

金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約希望金額から軽油引取税額を控除した金額の 

110分の 100に相当する金額に軽油引取税額を加算した額

を入札書に記載すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 
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設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 11時00分まで 

開札日時 

（ア）令和 4年 3月22日 11時15分 

（イ）令和 4年 3月22日 11時30分 

（ウ）令和 4年 3月22日 11時45分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい
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う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「燃料油・潤滑油」の入札参加資

格を有すると認定された者であること、又は当該競争入札参加資格を有し

ていない者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日

時までに当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 本公告に示した購入物品について、確実かつ十分に納入し得ると認めら

れる者であること。 
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4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 
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7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 
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(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

単価 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

① Diesel fuel   Expected quantity   1,235 KL 

② Diesel fuel   Expected quantity   1,366 KL 

③ Diesel fuel   Expected quantity   1,261 KL 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

① 11:00 a.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

② 11:00 a.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

③ 11:00 a.m. 22 March, 2022 
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(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 自動券売機の更新（令和 4年度発注分） 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 6年 3月29日まで 

概  要 

本業務は、老朽化した自動券売機を撤去し、新しい自動券

売機に更新するものである。 

（数量）51台 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「旧自動券売機機器仕様書」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 
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・「旧自動券売機機器仕様書」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参し

て入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 11時10分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使
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用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」又は「その他

の機器」の競争入札参加資格を有すると認定された者であること。又は当

該競争入札参加資格を有していない者で令和 4年 2月15日までに資格審査

の申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると認定された者である

こと。 

(9) 日本鉄道サイバネティクス協議会の会員であり、当該協議会の規格開示

を受けていること。 

(10) 交通事業者から、元請けとして、(9) の規格による磁気乗車券及び全
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国相互利用可能なＩＣカード乗車券（マナカ又はマナカと相互利用可能な

ものをいう。）を取扱う自動券売機並びにＩＣカード定期券の発売を取扱

う機器について、それぞれ製造・納入を行った実績（一体型機器の場合は

当該実績）があること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒
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体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 
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入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

 51 automatic ticket vending machines. (Include installation  

new machines at stations and disposing of old machines.) 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 22 March, 2022 
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(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3845 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 自動車用タイヤの購入 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 
当局バス車両の補修用にタイヤを購入するもの。 

（予定数量）自動車用タイヤ   3,668本 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 
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入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 13時15分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である
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こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「タイヤ」の競争入札参加資格を

有すると認定された者であること、又は当該競争入札参加資格を有してい

ない者で令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 本公告に示した購入物品の規格に合致した物品を確実に納品し得ると認

められる者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 
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名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 
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(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

 Tire Expected quantity 3,668 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 寝具類の賃貸借 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

指定する日時に指定した数量を納入 

（予定数量） 

(1) 寝具類賃借Ａ 225,560組 

(2) 寝具類賃借Ｂ－ 1  30,744組 

(3) 寝具類賃借Ｂ－ 2  30,576組 

(4) 乾燥消毒 6,886回 

(5) カバー類洗濯修理  95,171組 

(6) 毛布洗濯修理 239枚 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 
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設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 14時00まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時30分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 
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(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「寝具」又は「物件の借入れ」の

競争入札参加資格を有すると認定された者であること、又は当該競争入札

参加資格を有していない者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を

行い、開札の日時までに当該資格を有すると認定された者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ
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名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 
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(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 
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(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

① Lease of bedding A Expected quantity 225,560 sets 

② Lease of bedding B-1 Expected quantity 30,744 sets 

③ Lease of bedding B-2 Expected quantity 30,576 sets 

④ Dry disinfection Expected quantity 6,886 times 

⑤ Laundering, mending of sheets Expected quantity 95,171 sets 

⑥ Laundering, mending of blankets Expected quantity 239 sheets 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

2:00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 
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Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 デンソー製バス機器用整備部品の購入 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

バス車両の補修のために、デンソー製のバス機器用整備部

品を購入するもの。 

（予定数量）冷房装置部品 106種類 5,362個 

      暖房装置部品  24種類   691個 

      ワイパー部品  25種類  744個 

      その他部品     1式 

      コンプレッサ   3種類    59個 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 
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設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時00分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 
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(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」又は「自動車

用品」の競争入札参加資格を有すると認定された者であること、又は当該

競争入札参加資格を有していない者で令和 4年 2月15日までに資格審査の

申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると認定された者であるこ

と。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入
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札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 
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(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 
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必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased:  

Maintenance parts for bus equipment manufactured by Denso 

Air conditioning system parts 106 kinds 5,362 Pieces 

Heating system parts 24 kinds 691 Pieces 

Wiper parts 25 kinds 744 Pieces 

Other parts 1 set 

Compressors 3 kinds 59 Pieces  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 
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1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 1 Ａブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 
地下鉄駅の構内、職員諸室及び折り返し停車中の地下鉄車

内等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 154,779,217円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから
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ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 11時10分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱
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（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 
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(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の

有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が10,300㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 
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6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 
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ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と
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する。 

ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

Cleaning of subway cars stopping to turn  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 2 Ｂブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 地下鉄駅の構内及び職員諸室等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 315,526,746円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 11時25分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい
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う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 

(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の
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有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が20,900㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 
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(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 
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ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 3 Ｃブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 
地下鉄駅の構内、職員諸室及び折り返し停車中の地下鉄車

内等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 218,655,362円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから
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ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 11時40分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱
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（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 
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(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の

有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が18,500㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 
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6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 
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ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と
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する。 

ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

Cleaning of subway cars stopping to turn  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 4 Ｄブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 地下鉄駅の構内及び職員諸室等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 251,789,381円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 13時00分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい
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う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 

(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の
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有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が21,400㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

146



(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 
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ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 5 Ｅブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 地下鉄駅の構内及び職員諸室等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 176,671,260円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 13時15分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい
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う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 

(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の
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有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が19,100㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 
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(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 
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ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 6 Ｆブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 
地下鉄駅の構内、職員諸室及び折り返し停車中の地下鉄車

内等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 251,391,793円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから
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ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 13時30分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱
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（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 

159



(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の

有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が19,000㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 
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6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

161



ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と
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する。 

ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

Cleaning of subway cars stopping to turn  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 7 Ｇブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 地下鉄駅の構内及び職員諸室等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 188,415,732円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 13時45分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい
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う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 

(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の
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有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が20,100㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 
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(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 
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ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 8 Ｈブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 地下鉄駅の構内及び職員諸室等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 261,180,242円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 14時00分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい
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う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 

(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の
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有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が19,100㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 
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(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 
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（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と

する。 
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ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 地下鉄駅清掃等業務委託 その 9 Ｉブロック 

履行場所 仕様書のとおり 

契約期間 
契約締結日から令和 7年 3月31日まで 

（地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約） 

履行期間 令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで 

概  要 
地下鉄駅の構内、職員諸室及び折り返し停車中の地下鉄車

内等の清掃等を行うもの。 

予定価格 
金 229,522,144円 

（総額。消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「作業範囲図」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから
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ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「作業範囲図」 

誓約書（別紙）に記名の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月16日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 4日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月 9日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月10日  9時00分から 

令和 4年 3月16日 11時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月16日 14時15分 

調査基準価格 設定する。（事後公表・失格基準あり） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以

下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でない日）

17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱
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（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請品目「建築物清掃」の競争入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該競争入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の 2第 1項第 1号

又は第 8号の登録を受けた者であること。 
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(10) 職業能力開発促進法施行令第 2条に基づくビルクリーニング技能士の

有資格者を、仕様書に定める事項のとおり配置できる者であること。 

(11) 清掃業務に関する範囲においてＩＳＯ9001の認証を取得した者である

こと。 

(12) 平成28年 4月 1日以降に、元請として 1年以上継続して建築物清掃業

務を履行した実績（清掃対象となる単一又は複数の建築物の 1日当たりの

延床面積が22,400㎡以上であるものに限る。）を有する者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 
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6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 入札回数は 1回とする。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、本公告に係る入札は、名古屋市交通局低入札価格調査要領（平成 

 8年 3月29日交通局長決裁）の対象とし、落札者となるべき者の入札価格が

調査基準価格に満たない金額の場合は、同要領第 5条の規定に基づき調査を

行うものとする。この場合、落札者となるべき者の入札金額が失格基準価格

に満たないときは、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれ

があると認め、その者を落札者としないものとし、当該入札金額が失格基準

価格に達するときで、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者であっても、同要領第 6条第 1項の規定により落札者

とならない場合がある。 

また、その調査では当該落札者となるべき者は事後の事情聴取に協力する

ものとする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 
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ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示した調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件と
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する。 

ウ 予算の減額等による契約の変更等があり得る。 

エ 本契約は、複数年にわたる委託契約におけるスライド条項（賃金水準

の変動を反映した契約金額の変更）を適用する契約である。 

オ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Cleaning of Nagoya city subway plant（subway stations, 

operations offices etc.） and doing chores 

Cleaning of subway cars stopping to turn  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

11：00 a.m. 16 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 15 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 道床水洗車の製造請負 

履行場所 軌道事務所（藤が丘） 

履行期限 令和 5年 3月24日 

概  要 軌道事務所で使用する道床水洗車を製造するもの。 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 
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入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時30分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である
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こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申請区

分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」の入札参加資格を

有すると認定された者であること。又は、当該入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 平成18年 4月 1日以降、鉄道事業者へ大型保守用機械（軌道モータカ

ー、検測車、軌陸バックホウ（砕石突固め用・掘削用）、削正車、マルチ

プルタイタンパー、ホッパー車、軌道トラック、レール運搬台車、道床水

洗車、高所作業台車又は建築限界車のいずれか）を納入した実績のある者

であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ
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り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

188



8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 
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(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Roadbed water car wash - 1   Gauge=1,435mm 

 (2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:30 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 バス車両のエンジン分解整備委託（南部） 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

当局の中川、鳴尾、緑、野並、港明営業所に在籍する大型

バス車両のエンジン分解整備を委託するもの。 

 （予定数量）分解整備数 12両 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 
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質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月15日  9時00分から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 13時15分 

調査基準価格 設定する。（非公表） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市
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競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請業種「その他」の競争入札参加資格を有すると

認定された者であること。又は当該競争入札参加資格を有していない者で

令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時までに当該資

格を有すると認定された者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 
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名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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ただし、入札価格が調査基準価格に満たない金額の場合は低入札価格調査

を行う。この場合、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って入札を行った者であっても落札者とならない場合がある。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 
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総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Overhauling bus engine: 12 cars  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1：00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 バス車両のエンジン分解整備委託（北部） 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

当局の如意、稲西、猪高、御器所、大森、浄心、楠営業所

に在籍する大型バス車両のエンジン分解整備を委託するも

の。 

 （予定数量）分解整備数 22両 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 
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確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月15日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月18日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月22日  9時00分から 

令和 4年 3月29日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月29日 13時15分 

調査基準価格 設定する。（非公表） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 
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(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請業種「その他」の競争入札参加資格を有すると

認定された者であること。又は当該競争入札参加資格を有していない者で

令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時までに当該資

格を有すると認定された者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 
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(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 
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予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

ただし、入札価格が調査基準価格に満たない金額の場合は低入札価格調査

を行う。この場合、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って入札を行った者であっても落札者とならない場合がある。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 
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(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Overhauling bus engine: 22 cars  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1：00 p.m. 29 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 28 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 バス用エンジン単体の分解整備委託 

履行場所 自動車車両課車庫係 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

当局のバス車両用のエンジン単体の分解整備を委託するも

の。 

 （予定数量）分解整備数 16台 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 
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質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書及び積算内訳書

の提出期間※ 

令和 4年 3月15日  9時00分から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 13時30分 

調査基準価格 設定する。（非公表） 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市
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競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「業務委託」、申請業種「その他」の競争入札参加資格を有すると

認定された者であること。又は当該競争入札参加資格を有していない者で

令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時までに当該資

格を有すると認定された者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 
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名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書及び積算内訳書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約

担当課へ電子入札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方

法により、紙媒体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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ただし、入札価格が調査基準価格に満たない金額の場合は低入札価格調査

を行う。この場合、当該入札者が予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って入札を行った者であっても落札者とならない場合がある。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 
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総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the service to be required: 

Overhauling of the bus engine alone: 12 engines  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1：00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 日野製バス車両用整備部品の購入 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

日野自動車製バス車両の整備に使用する部品を購入するも

の。 

（予定数量） 9項目 9,600個 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 
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質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 13時45分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 
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(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」又は「自動車

用品」の競争入札参加資格を有すると認定された者であること、又は当該

競争入札参加資格を有していない者で令和 4年 2月15日までに資格審査の

申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると認定された者であるこ

と。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 
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名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 
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(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

 Hino car brand-name parts 

    9 Item 9,600 Piece  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 分岐器類の製造請負 

履行場所 軌道事務所（日進） 

履行期限 令和 4年10月14日 

概  要 分岐器交換工事用支給品を購入するもの。 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「分岐器類製作仕様書」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「分岐器類製作仕様書」 

 誓約書（別紙）に記入の上、契約担当課に持参

して入手 
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申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時00分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市
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競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「資材納入」、申請品目「鋼管・鋼鉄製品」の入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該入札参加資格を有していない者

で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時までに当

該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 平成18年 4月 1日以降、鉄道事業者へ分岐器を納入した実績のある者で

あること。 

(10) 国内の供給者、欧州連合の供給者又はグレートブリテン及び北アイル

ランド連合王国の供給者であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）
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は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 
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(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 協定の適用 

本案件は、経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定及び包

括的な経済上の連携に関する日本国とグレートブリテン及び北アイルラン

ド連合王国との間の協定の適用対象である。 

(2) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(3) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 
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入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(4) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(5) 契約書作成の要否 

必要 

(6) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(7) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(8) その他 

ア 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

イ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

Production contract of the Turnout 

1set (Marunouchi 4Sｲ),1set (Marunouchi 4Sﾛ) 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1：30 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 
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Tel: 052-972-3844 

(5) This is an open tendering subject to the following agreements: 

(a) the agreement the European Union and Japan 

(b) the agreement the United Kingdom of Great Britain and 

Northern Ireland and Japan 

221



入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 三菱電機製電装品用部品の購入等 

履行場所 仕様書のとおり 

履行期間 契約締結日から令和 5年 3月31日まで 

概  要 

当局のバス車両用の三菱電機製電装品（スタータ・オルタ

ネータ）を補修するための部品の購入等をするもの。 

（予定数量）電気機器部品  70種類 11,706個 

      電気機器の修理 776台 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 
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質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時15分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市
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競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」又は「自動車

用品」の競争入札参加資格を有すると認定された者であること、又は当該

競争入札参加資格を有していない者で令和 4年 2月15日までに資格審査の

申請を行い、開札の日時までに当該資格を有すると認定された者であるこ

と。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 
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名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 
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9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 
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(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Electrical equipment parts 70 kinds 11,706 Piece 

 Electrical equipment repair 776  

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m. 9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1:00 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 レール運搬台車の製造請負 

履行場所 軌道事務所（日進） 

履行期限 令和 5年 3月24日 

概  要 軌道事務所で使用するレール運搬台車を製造するもの。 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

名古屋市ホームページの調達情報サービスからダ

ウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 
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入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 14時15分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である
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こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申請区

分「物件の買入／借入」、申請品目「バス・電車用品」の入札参加資格を

有すると認定された者であること。又は、当該入札参加資格を有していな

い者で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時まで

に当該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 平成18年 4月 1日以降、鉄道事業者へ大型保守用機械（軌道モータカ

ー、検測車、軌陸バックホウ（砕石突固め用・掘削用）、削正車、マルチ

プルタイタンパー、ホッパー車、軌道トラック、レール運搬台車、道床水

洗車、高所作業台車又は建築限界車のいずれか）を納入した実績のある者

であること。 

 

4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ
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り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 

 

7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 
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8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(2) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(3) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(4) 契約書作成の要否 

必要 

(5) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 
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(6) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(7) その他 

ア 本公告に示す調達は、政府調達に関する協定の適用を受けるものであ

る。 

イ 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

ウ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and expected quantity of the products to be purchased: 

Rail carrying trailer - 3  Gauge=1,067mm 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1：30 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 

Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 
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入札公告 

次のとおり一般競争入札（電子入札方式）に付します。 

令和 4年 1月26日 

名古屋市交通局長 小林 史郎  

1 入札に付する事項 

件  名 レールの製造請負 

履行場所 軌道事務所（藤が丘） 

履行期限 令和 4年 7月28日 

概  要 レール交換工事支給品を購入するもの。 

今後の入札

公告予定時期 
令和 4年 8月頃 

入札方法 

入札は総額で行うものとし、落札決定に当たっては、入

札書に記載された金額に当該金額の 100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落

札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額（当該

金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた金額とする。）を記載した入札書を提出すること。 

契約保証金 
納付（ただし名古屋市交通局契約規程（昭和39年交通局管

理規程第18号）第37条に該当する場合は免除） 

 

2 入札の手続等 

設計図書・入札説明書

等の入手方法 

・「レール製作仕様書」以外 

名古屋市ホームページの調達情報サービスから

ダウンロード 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/） 

・「レール製作仕様書」  
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誓約書（別紙）に記入の上、契約担当課に持参

して入手 

申請書等の提出期限 令和 4年 2月 9日 17時00分 

確認通知書の通知期限 令和 4年 2月18日 

質問の受付期限 令和 4年 3月 9日 17時00分 

質問の回答期限 令和 4年 3月14日 

入札書の提出期間※ 
競争入札参加資格確認通知書受領日から 

令和 4年 3月22日 13時00分まで 

開札日時 令和 4年 3月22日 13時45分 

調査基準価格 設定しない。 

最低制限価格 設定しない。 

契約担当課 

（開札場所及び契約条

項を示す場所） 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市交通局営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階） 

電話 052-972-3844・3845 

ファクシミリ 052-972-3841 

（注）※は、郵送による場合は、最終日の前日（名古屋市の休日を定める条例

（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日

（以下「名古屋市の休日」という。）であるときはその直前の休日でな

い日）17時00分まで 

 

3 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第 167 

条の 4第 1項の規定に該当する者でないこと。 

(2) 令第 167条の 4第 2項各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を

経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱

（平成15年 3月26日局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」とい

う。）を受けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使

用人若しくは入札代理人として使用する者でないこと。 
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(3) 会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく更生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者（同法に基づく再生手続開始の決定後、(8) に掲げる本市

競争入札参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこと。 

(5) 入札公告の日から落札決定までの間に、指名停止の期間がない者である

こと。 

(6) 入札公告の日から落札決定までの間に名古屋市が行う契約等からの暴力

団関係事業者の排除に関する合意書（平成20年 1月28日付名古屋市長等・

愛知県警察本部長締結）及び名古屋市が行う調達契約等からの暴力団関係

事業者の排除に関する取扱要綱（平成20年 1月24日局長決裁）に基づく排

除措置の期間がない者であること。 

(7) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）、中小企業団体の組織

に関する法律（昭和32年法律第 185号）又は商店街振興組合法（昭和37年

法律第 141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合

の組合員が本公告に係る入札に参加しようとしない者等であること。ただ

し、物品の納入、製造の請負又は役務の提供に係る官公需適格組合の証明

を受けている組合にあっては、特別な理由があり適当と認める場合に限り、

上記にかかわらず本入札に参加することができる。 

(8) 令和 3年度及び令和 4年度名古屋市競争入札参加資格審査において、申

請区分「資材納入」、申請品目「鋼管・鋼鉄製品」の入札参加資格を有す

ると認定された者であること。又は、当該入札参加資格を有していない者

で、令和 4年 2月15日までに資格審査の申請を行い、開札の日時までに当

該資格を有すると認定された者であること。 

(9) 平成18年 4月 1日以降、鉄道事業者へレールを納入した実績のある者で

あること。 

(10) 国内の供給者、欧州連合の供給者又はグレートブリテン及び北アイル

ランド連合王国の供給者であること。 
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4 競争入札参加資格確認申請 

(1) 本公告に係る入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）

は、競争入札参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争入

札参加資格確認資料（以下「資料」という。）を、 2に示す契約担当課へ

名古屋市電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により

提出するものとする。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒体によ

り提出することができる。 

(2) 資料の作成手続に関する問合せ先は、次のとおりである。 

名古屋市交通局 営業本部企画財務部会計課契約係 

（名古屋市役所西庁舎 2階）電話  052-972-3844・3845 

 9時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00分まで 

（名古屋市の休日を除く。） 

(3) 入札参加者は、申請書及び資料に関し説明等を求められた場合は、その

求めに応じなければならない。 

(4) 提出期間内に申請書及び資料を提出しない者並びに提出者であっても競

争入札参加資格がないと認められた者は、本公告に係る入札に参加できな

い。 

 

5 入札保証金 

納付とする。ただし、名古屋市交通局契約規程第 6条に該当する場合は、

免除する。 

 

6 入札方法 

(1) 入札書を、入札説明書に示す方法により、 2に示す契約担当課へ電子入

札システムにより提出する。ただし、入札説明書に示す方法により、紙媒

体により提出することができる。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、再度の入札を行う。再度

入札は、原則として 2回を限度とする。なお、再度入札（ 2回目）及び再

度入札（ 3回目）の入札締切りを、初度入札日と同日中に行うことがある。 
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7 入札の無効 

次に掲げる入札は、無効とする。 

(1)  3に掲げる資格がない者のした入札 

(2) 申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札 

(3) 入札に関する条件に違反した入札 

 

8 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

9 その他 

(1) 協定の適用 

本案件は、経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定及び包

括的な経済上の連携に関する日本国とグレートブリテン及び北アイルラン

ド連合王国との間の協定の適用対象である。 

(2) 競争入札参加資格審査申請 

入札参加者のうち3(8)の競争入札参加資格を有しない者は、次の手順に

より、あらかじめ当該資格の認定を受けなければならない。 

ア 名古屋市ホームページの入札参加者登録 

（https://www.chotatsu.city.nagoya.jp/）において必要事項を入力

する。 

イ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を出力・印刷する。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書その他所定の必要書類を次に示す場所へ

提出する。この場合、本公告の写しを添える等の方法により、本公告に

係る入札に参加を希望している旨を明示すること。 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

名古屋市財政局契約部契約監理課審査係（名古屋市役所西庁舎11階） 

電話  0570-001-279 

(3) 入札説明書等に対する質問 

ア 質問の提出方法 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム
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により送信すること。 

イ 回答の閲覧等 

入札説明書に示す方法により、原則として名古屋市電子入札システム

により回答する。 

(4) 契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(5) 契約書作成の要否 

必要 

(6) 予定価格を総額で定めるか単価で定めるかの区分 

総額 

(7) 調達手続の停止等 

本公告に示す調達に関し、名古屋市入札監視等委員会への苦情申立てが

あった場合は、苦情処理手続において調達手続の停止などがあり得る。 

(8) その他 

ア 本公告に示す調達は、本調達に係る令和 4年度予算の成立を条件とす

る。 

イ その他詳細は、入札説明書等による。 

 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the products to be purchased: 

Production contract of the Rail. 

78rails (each rail=25m), 18rails (each rail=20m) 

(2) Deadline for the submission of application forms for the 

qualification: 

1st contract: 5:00 p.m.  9 February, 2022 

(3) Deadline for tender: 

1：30 p.m. 22 March, 2022 

(By mail 5:00 p.m. 18 March, 2022) 

(4) Contact point for the notice: 

Accounting Division, Planning and Financial Department, 
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Transportation Bureau, City of Nagoya 

1-1, Sannomaru 3-chome, Naka-ku, Nagoya 460-8508 Japan 

Tel: 052-972-3844 

(5) This is an open tendering subject to the following agreements: 

(a) the agreement the European Union and Japan 

(b) the agreement the United Kingdom of Great Britain and 

Northern Ireland and Japan 
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落札者等の公示 

次のとおり落札者等について公示します。 

令和 4年 1月26日 

契約事務受任者 

名古屋市財政局契約監理監  山口 啓一  

 

事    項 内    容 

(1) 物品等・特定役務の名称と数量 軽油（環境局作業課） 

予定数量 72,000Ｌ 

(2) 契約事務担当部局名と所在地 財政局契約部契約課 

名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

(3) 落札者・随意契約の相手方の決 

  定日 

令和 3年12月17日 

(4) 落札者・随意契約の相手方の氏 

  名と住所 

中川物産株式会社 

名古屋市港区潮見町37番地23 

(5) 落札金額・随意契約金額 112.9500円（単価契約） 

(6) 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

(7) 入札公告日・入札公示日 令和 3年10月27日 

(8) 政府調達協定上の随意契約理由 ― 

(9) その他 ― 

 

事    項 内    容 

(1) 物品等・特定役務の名称と数量 白灯油（東山総合公園） 

予定数量 180,000Ｌ 

(2) 契約事務担当部局名と所在地 財政局契約部契約課 

名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

(3) 落札者・随意契約の相手方の決 

  定日 

令和 3年12月17日 

(4) 落札者・随意契約の相手方の氏 

  名と住所 

中川物産株式会社 

名古屋市港区潮見町37番地23 

241



 

(5) 落札金額・随意契約金額 77.9900円（単価契約） 

(6) 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

(7) 入札公告日・入札公示日 令和 3年10月27日 

(8) 政府調達協定上の随意契約理由 ― 

(9) その他 ― 
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  落札者等の公示 

 次のとおり落札者等について公示します。 

  令和 4年 1月26日 

名古屋市上下水道局長 飯田 貢 

 

事   項 内   容 

(1) 物品等・特定役務の名称と数量 春日井浄水場沈澱池整備事業 

(2) 契約事務担当部局名と所在地 

 

上下水道局総務部契約監理課 

名古屋市中区三の丸三丁目 1番 1号 

(3) 落札者・随意契約の相手方の決 

定日 

令和 4年 1月12日 

 

(4) 落札者・随意契約の相手方の氏 

名と住所 

大成・水ｉｎｇエンジニアリング・明電

舎・日水コン共同企業体 

代表者 大成建設株式会社 名古屋支店 

名古屋市中村区名駅一丁目 1番 4号 

(5) 落札金額・随意契約金額 6,575,800,000円 

(6) 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

(7) 入札公告日・入札公示日 令和 3年 6月 9日 

(8) 政府調達協定上の随意契約理由 ― 

(9) その他  ― 
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